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部会 

課題検討会 
「公民連携・協働」部会 
業務の協働 

【静岡県行政経営研究会】

担当 行政経営課 

○協働の取組・先進事例の取組の共有化を図るため、事例集を作成 
 

○牧之原市の先進事例の研究を深め「協働先進事例マニュアル」を 

作成 
 

■協働について市町から研究を進めたい旨の希望があり、『静岡県内自治体の

「公民連携・協働」事例集』を作成し共有した。 
 

■先進事例である牧之原市の取組の研究を深め、市民へのインタビュー等を行

い、協働プロセスの見える化と共有化を図った。 
 

⇒「パートナーシップが創るこれからの地方自治」を刊行 

全都道府県 3,400 件の取組の中から全国知事会で表彰された。 

取組の背景（課題認識等） 
 

【現 状】 

○厳しい財政状況、住民ニーズの多様化、市町村合併の進展など、行政を巡る

環境が大きく変わる中、各自治体は自律的な行政運営能力を高める必要が

ある。 
 

○公共サービスを効果的・効率的に提供するために、公民連携・協働を進め、サ

ービス提供主体・手段の最適化を図る必要がある。 
 

【課 題】 

○公民連携・協働の効果的な仕組みづくりや解消すべき個別課題など、取組を

進める上でのノウハウが不足 
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